

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































仙台市民 仙台市長 ① 「原告は，本件事業計画の違法性を判断する基準として，本件事業計画が
経営上適切なものかどうか，費用対効果が１を切るかどうかの２点に求ま
られると主張するが，…（鉄道事業法５条１項１号及び地方公営企業法17
条の２第２項）を考慮すると，原告が主張する２点も行政庁が裁量権を行
使する際に考慮されなければならない事項であり，その合理性が検討され
なければならない。」
② 「原告は，仙台市が設定した東西線利用圏…住人が東西線を利用すること
は考えられない地域を含んでいると主張する。しかしながら…東西線利用
圏の設定に至る判断過程に，不合理な点は存しない。」
③ 「原告は…人口の予測も，かかる人口増加数が年々減少している現状に即
して行うべきであると主張し，仙台市のように過去10年間の資料をもとに
すると…人口増加数が増えていた頃の数字を含んでしまい，実際よりも人
口予測が水増しされると批判する。…仙台市の予測した…推計値と異なる
推移を辿る可能性があることは事実だとしても…仙台市が，過去10年間と
いう…人口増加数が増えていた頃の数値を含んでいたとしても，それが直
ちに不合理なものとまではいえない。」
④ 「仙台市は，マニュアルに基づいて，費用便益分析を行った。…仙台市の
需要予測（１日当たりの乗車人数119,000人），建設費見積（１km当たり
190億円）は，いずれも合理性が認められる…整備後30年間の費用便益比は
1.10となり，本件事業は，投下した費用以上の便益が期待できる事業とい
うことができる。」
⑤ 「本件事業を実施するか否かは，被告市長がまさに社会的，政策的又は経
済的な諸要素を総合考慮して決すべき政治的判断ということができ，議会
のコントロールの下での市長の広い裁量に委ねられている。」
仙台高判平
成19年10月
30日 判 自
305号36頁
⑥ 「費用便益比については，これが１を切ることによって直ちに何らかの法
律に反することにはなるとは認められない。」
⑦ 「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアルは，…費用便益分析の結
果が鉄道事業法の営業許可基準に反するか否かに直結するものではない。」
⑧ 「本件許可申請の需要予測及び建設費見積りに不合理とまでいうべき点は
存在しないところ，…費用便益比も原判決説示のとおり1.10となるのであっ
て，鉄道事業法５条１項１号，地方公営企業法17条の２第２項，地方自治
法２条14項，地方財政法２条１項，４条１項に違反するものでなく，この
点の仙台市の判断に専門技術的裁量，行政裁量の逸脱はないものというべ
きである。」
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